
 

【概要】化学物質の排出量の集計結果について（法律） 
 

－埼玉県内の平成 2９年度ＰＲＴＲデータの概要－ 
 

 埼玉県内で平成 2９年度に環境中へ排出された化学物質の量について、化学物質管理促進法に

基づき国が集計した排出量は以下のとおりです。 

 
○ 国でも全国データの集計結果を公表しています。 

・経済産業省 http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/index.html 

・環 境 省 http://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html  

１ 概要 
 ⑴ 届出排出量及び事業所数 

  ① 平成 2９年度の埼玉県の届出排出量は 6,842 トンで、平成２8 年度と比較して４％減少 

   しました。 

    また、排出先別では、大気への排出が 6,630 トンで全体の 97%を占めています。 

  ② 届出事業所数は 1,478 件でした。平成 2８年度と比較して３０件減少しました。 
    
   表 1 埼玉県と全国の排出先別の届出排出量（単位トン） 

排出先 埼玉県 全国 

大気 6,630 137,707 

公共用水域 212 7,040 

土壌 0 3 

埋立 0 7,267 

合計※ 
6,842 

(7,1２９) 

152,017 
(151,659) 

  ※ (  )内は、平成２8 年度実績 

 

 ⑵ 物質別の届出排出量 

  埼玉県では、対象物質である 462 物質のうち 23５物質について届出がありました。 

  届出排出量が最も多い物質はトルエンで、全体の 5７%を占めていました。 

  また、上位 5 物質の合計は全体の 8６%を占めていました。 

   
図１．埼玉県の物質別の届出排出量と構成比 



 

 ⑶ 業種別の届出排出量 

  届出排出量の最も多い業種はプラスチック製造業で、全体の１９％を占めていました。 

  また、上位 5 業種の合計は、全体の 6６%を占めていました。 

  届出制度が始まった平成１３年度と比較すると特に出版・印刷・同関連産業の減少の割合 

 （87%）が大きくなっています。 

 
図２．埼玉県の業種別の届出排出量と構成比 

 

 ⑷ 届出排出量上位５物質の全国順位 

  表２．埼玉県の届出排出量上位５物質の全国順位 

物質名 トルエン キシレン 
ノルマル- 

ヘキサン 
塩化メチレン 

エチル 

ベンゼン 

全対象物質 

合計 

埼玉県順位 １位 ２位 ３位 ４位 ５位 - 

全国順位 ２位 ２０位 ７位 ５位 ２１位 ４位 

                     

 

図 1  物質別届出排出量と構成比 

 

 



 

2 経年変化 
 ⑴ 届出排出量の経年変化 

   平成 22 年度に対象物質が見直され、対象業種（医療業）が追加されました。 

   物質見直しの前後で継続して届出対象である物質の平成 29 年度届出排出量は６，０２８トン 

  で、平成 13 年度から 6９%、平成 2８年度から５%減少しています。 

  また、物質見直しにより新たに届出対象となった物質の平成 2９年度届出排出量は８１４トン 

 で、平成 22 年度から１１%、平成２８年度から 6%増加しています。 

 

  表３ 埼玉県の届出排出量の経年変化（単位：トン） 

年度 １３ １４ １５ １６ １７ １８ 

届出排出量

(ﾄﾝ/年) 

19,438 18,136 16,656 14,907 14,616 13,146 

年度 １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ 

届出排出量

(ﾄﾝ/年) 

12,302 9,492 8,323 

 

9,087 8,555 7,756 

年度 ２５ ２６ ２７ ２８ 29  

届出排出量

(ﾄﾝ/年) 

7,917 7,714 7,372 7,129 6,842  

 

 
図３ 埼玉県の届出排出量の経年変化 

 

  ※１ 平成２２年度から届出対象となった１８６物質 

  ※２ 平成２２年度から届出対象でなくなった７３物質 

  ※３ ※１及び※２に該当しない届出対象物質である２７６物質 

 



 

 

  ⑵ 届出排出量上位５物質の経年変化 

   届出排出量の上位５物質のうち、溶剤などに使用されるトルエンとキシレンは平成 13 年度 

  と比較して、届出排出量が顕著に減少しており、平成１３年度と比較して、トルエンは７３％、 

  キシレンは７０％届出排出量が減少しています。 

 

 
図４ 埼玉県の届出排出量上位５物質の排出量の経年変化 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

※ この集計は「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（化

学物質管理促進法、ＰＲＴＲ法）に係る化学物質について行っています。 

  届出排出量の数値は、平成 2８年度データの公表後に変更された届出事項を反映して集計した

結果（平成３１年 3 月公表）を用いています。 

  集計結果に用いている数値は、一部端数処理を行っているため、その合計が一致しない場合が

あります。                     

 
 


